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　商標法の見直しについての議論が
進んでいます。
●守られないブランド名
　2022年６月に特許庁政策推進懇談
会が公表した「知財活用促進に向け
た知的財産制度の在り方〜とりまと
め〜」では、商標法の課題のひとつ
に、「他人の氏名を含む商標の登録
要件緩和」が挙がっていました。
　現状では、構成中に他人の氏名等
を含む商標は、他人の人格的利益の
保護の趣旨から、その承諾を得てい
るものを除き、商標登録を受けるこ
とができないとされています（商標
法４条１項８号）。近時の裁判例な
どでは、この規定が厳格に解釈され
るようになっています。
　そのため、たとえば『コシノジュ

降に開催されている産業構造審議会
知的財産分科会商標制度小委員会で
は、他人の氏名を含む商標の登録要
件緩和について、具体的な改正内容
が討議されています。
　11月22日に開催された小委員会で
は、商標法４条１項８号の条文に、
他人側の要件として当該「氏名」に
「一定の知名度」の要件を課すこと
に加えて、「他人の氏名」を含む商
標出願について「出願人の事情（た
とえば、出願することに正当な理由
があるか等）」を考慮する要件を課
してはどうか、という方向性が示さ
れました。
　特許庁は今後も議論を重ね、早け
れば2023年の通常国会に商標法の改
正案を提出する見込みです。� ●▲

ンコ』のような、創業者やデザイナ
ーの氏名を冠したファッションブラ
ンドは、かつては商標登録できたも
のの、最近は広く一般に知られてい
るものであっても同名の他人の存在
によって登録できず、商標法上の保
護が受けられない、という問題が生
じています。
　前述の「とりまとめ」では、ユー
ザーニーズ、他人の人格的利益と出
願人の商標登録を受ける利益とのバ
ランスや、諸外国との制度調和等の
観点から、この規定における他人の
「氏名」に一定の知名度の要件を課
して、商標として保護できるように
する方針が提言されています。
●知名度＋αが登録の要件に
　この提言を受けて、2022年９月以

氏名を含むブランド名の
商標登録要件が緩和に

●刑事手続きのＩＴ化を推進
　国民生活の安全・安心の確保とい
う観点から「『世界一安全な日本』
の創造のための新たな戦略（仮
称）」（案）がまとめられました。
　このなかでは、刑事手続きのＩＴ
化によって、国民負担の軽減と、捜
査・公判活動の円滑化・迅速化にお
ける刑事司法機能の強化および関係
機関の態勢の強化を図るために必要
な法整備と、高い情報セキュリティ
の整備などを、速やかかつ着実に推
進することが打ち出されています。
 ●船舶の安全対策強化
　知床遊覧船事故を踏まえ、悲惨な
事故が起こることを防ぐべく設けら
れた事故対策検討委員会により、小

型船舶を使用する旅客輸送における
安全対策が検討されてきました。
　その議論を受け、旅客船の総合的
な安全・安心対策の素案では、海上
運送法上の事業停止・許可取消処分
の事由として、船舶安全法・船舶職
員法への違反に加え、船員法への違
反を追加することなど、新たな取組
みが加えられています。
●医療保険制度改革の検討
　国民皆保険の維持のために、厚生
労働省が医療保険制度改革の議論を
進めています。
　社会保障審議会医療保険部会で
は、出産育児一時金、後期高齢者医
療制度など、多様な論点について検
討されています。

●原発の運転期間60年超を可能に
　経済産業省が「今後の原子力政策
の方向性と実現に向けたアクション
プラン（案）」を公表しました。
　原子力の開発・利用に当たっての
「安全性が最優先」であるとの共通
原則の再確認など、「基本原則」に
示した考え方を法令等で明確化する
ことが望ましいとしています。
　そのなかで既設原発を最大限活用
するため、運転期間を40年としたう
えで、延長を認める場合は20年を目
安に、「東日本大震災発生後の安全
規制等の変更による運転停止期間」
等はカウントに含めないとし、実質
的に60年を超えた運転期間を認める
方針を打ち出しています。


